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第１号報告 令和６年度事業計画について 

 

 

令和６年度 事業計画 

 

新型コロナウイルス感染症が確認されてから 3 年以上が経過する中、令和

5 年 5 月 8 日から、新型コロナウイルスの感染症法上の位置づけが 2 類感染

症から、季節性インフルエンザと同じ 5 類感染症に引き下げられました。こ

れまで法律に基づく感染者や濃厚接触者の外出自粛要請がなくなり、マスク

着用も個人の判断に委ねられました。これにより、社会経済情勢においても

大規模施設での集客イベントや住民参加型イベントの復活、来日外国人観光

客の増加など、コロナ禍前の日常を取り戻しつつある状況です。しかし、新

型コロナウイルスの感染が無くなったわけではなく、個人個人が自主的にこ

れまでの対応を継続しながら、「ウイズコロナ」を意識した社会生活が求めら

れているのではないでしょうか。 

人生 100 年時代と言われる現代において、高齢者の力が地域の力となり、

豊富な知識と経験を生かし地域社会の支え手として活躍するためには、臨時

的・短期的・軽易的な高齢者にふさわしい就業機会の発掘・開発の担い手で

あるシルバー人材センターの役割は重要であると考えています。 

また、一昨年来からの当センター事業に係る「府民の声」に関し、会員の

皆様には多大なご心配とご迷惑をおかけいたしました。今後は、シルバー人

材センターの原点に立ち返り、会員ファーストを基本に公平・公正な事業運

営に努めてまいります。 

令和 6 年度においても、会員の拡大、就業機会の拡大や労働者派遣事業の

確保、安全・適正就業の確保など事業の適正かつ効率的な運営を基本とし、

魅力あるシルバー人材センターづくりを目標に、次の事業実施計画を推進し

てまいります。
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（事業実施計画） 

①会員の拡大と就業開発の推進 

会員への仕事の的確なマッチングを意識しながら、事業の拡大に努める。 

また、女性会員の拡大を図るため、女性が就業しやすい機会の開拓に関係

機関と連携し公共の就業機会の提供について支援・理解を求めていきます。 
 

②普及啓発活動の推進 

シルバー人材センターの事業を広報紙やホームページ等で広く紹介し、

就業等を通じて社会参加を希望する高齢者に啓発活動をするとともに、地

域社会に理解と協力が得られるよう努めます。 

 

③空き家・空き地サポート事業 

平成 31 年 3 月、岬町と「空き家の適正管理に関する協定書」を締結し、

空き家及び空き地の適正管理のサポートを行います。空き家や空き地の周

辺環境悪化防止、ごみ等不法投棄の防止により良好な生活環境の保持に貢

献します。 
 

④研修会・講習会事業の推進 

就業機会の拡大・確保を図るため就業等に必要な知識、技能、マナーや

接遇の習得、安全運転講習、植木剪定講習等の各種技能講習を実施します。 
 

⑤安全・適正就業推進事業及び健康管理の推進 

・会員の安全就業を最優先に、安全パトロール等を実施し、事故ゼロを目

指して安全意識の周知と普及に努めます。 

・就業中の事故防止のため、作業前の用具・器具等の点検、保安器具の着

用を義務付け、安全就業基準の周知徹底に努めます。 

・会員の健康管理について、岬町関係機関との連携による健康診断の受診

を勧め、健康管理に努めます。 
 

⑥派遣事業の推進 

地域における就業ニーズに応えるべく、発注者の希望する就業内容を「適

正就業ガイドライン」に基づき精査し、指揮命令が発生する可能性がある

ものについては、派遣事業への移行を働きかける。
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⑦各種関係機関・諸団体との連携 

シルバー人材センターは、公共性・公益性の高い団体であり、行政の支

援（補助金交付、公共事業の発注等）が不可欠である。そのため、岬町の

関連部署との連携を深めることが重要である。また、大阪府シルバー人材

センター協議会及び府内各市町シルバー人材センターとも連携を図り、事

業運営に関する指導、助言、情報交換を行う。 
 

⑧地域連携とボランティア活動の推進 

  町内の美化活動に積極的に参加するとともに、シルバー人材センターが 

主体となってボランティア活動に取り組みます。 

 

⑨組織体制の強化 

公益法人化を目指し、シルバー人材センター事業の適正な運営を遂行す

るとともに、牽制機能を基本とした適正な会計処理を実施します。また、

研修会等への参加による知識向上と事務の効率化を図ります。 

 

⑩財政健全化に向けた経営基盤の強化・改善  

①就業拡大による事務費収入の確保を図ります。 

 ②派遣事業の拡大による手数料収入の確保を図ります。 

 ③会員数の増強と派遣就業の拡大による補助金の確保に努めます。 

 ④センター事業の趣旨に賛同する協賛会員の拡大に努めます。 

 ⑤事業運営に要する諸経費の節減に努めます。 

 


